
































































































































































置経営することは、・・・各人の自由である（Unterricht zu ertheilen und 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Bildung und Forschung（Hrsg.）Bildung in Deutschland 2012, S.31）、そこ
で「私立大学の自由」（Privathochschulfreiheit）に関する研究も散見される
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制度を憲法の規律対象としてさえしていなかった（W.Landè, Die Schule, 
S.17）。
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